
第 8号様式
平成 年 月 日

施 工 体 制 台 帳
［会社名］ 

［事業所名］ 

建設業の

許 可

許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

工事業

大臣 特定

知事 一般 第 号
平成 年 月 日

工事業

大臣 特定

知事 一般 第 号
平成 年 月 日

工事名称

工事内容

発注者名

及 び

住 所

工 期
自 平成 年 月 日

至 平成 年 月 日
契約日 平成 年 月 日

契 約

営業所

区 分 名 称 住 所

元請契約

下請契約

健康保険等

の加入状況

保険加入

の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入 未加入

適用除外

加入 未加入

適用除外

加入 未加入

適用除外

事業所整

理記号等

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

元請契約

下請契約

発注者の

監督員
権限及び

意見申出方法

監督員名
権限及び

意見申出方法

現 場

代理人名
権限及び

意見申出方法

監理・主任

技術者名

専 任

非専任
資格内容

専 門

技術者名

専 門

技術者名

資格内容 資格内容

担 当

工事内容

担 当

工事内容

外国人建設就労者の

従事の状況（有無）
有 無

外国人技能実習生の従

事の状況（有無）
有 無

《下請負人に関する事項》

会社名 代表者名

住 所

電話番号

〒

（TEL － － ）

工事名称

工事内容

工 期
自 平成 年 月 日

至 平成 年 月 日
契約日 平成 年 月 日

建設業の許可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

工事業

大臣 特定

知事 一般 第 号
年 月 日

工事業

大臣 特定

知事 一般 第 号
年 月 日

健康保険等の

加入状況

保険加入の

有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入 未加入

適用除外

加入 未加入

適用除外

加入 未加入

適用除外

事業所整理

記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

現場代理人名 安全衛生責任者名

権限及び

意見申出方法 安全衛生推進者名

※主任技術者名
専 任

非専任
雇用管理責任者名

資格内容 ※専門技術者名

資格内容

担当工事内容

外国人建設就労者の

従事の状況（有無）
有 無

外国人技能実習生の従

事の状況（有無）
有 無

－
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《 参 考 》 

施工体制台帳 第 8-2 号様式（工事担当技術者） 工事担当技術者台帳 

元請会社名 会 社 名 会 社 名 会 社 名 会 社 名

監理・主任技術者名 主任技術者名          主任技術者名          主任技術者名          主任技術者名

生 年 月 日          生 年 月 日          生 年 月 日          生 年 月 日          生 年 月 日

専任・非専任  専任 ・非専任  専任 ・非専任  専任・非専任  専任・非専任  

【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 

会 社 名 会 社 名 会 社 名 会 社 名

主任技術者名          主任技術者名          主任技術者名          主任技術者名

生 年 月 日          生 年 月 日          生 年 月 日          生 年 月 日

専任・非専任  専任 ・非専任  専任・非専任  専任・非専任  

【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 

会 社 名 会 社 名 会 社 名 会 社 名

主任技術者名          主任技術者名          主任技術者名          主任技術者名

生 年 月 日          生 年 月 日          生 年 月 日          生 年 月 日

専任・非専任  専任 ・非専任  専任・非専任  専任・非専任  

【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 

【注意事項】

※添付する写真は、

縦  ３cm 
横 2 5cm 
程度の大きさとし、

顔が判別できるものとする。

※番号は、施工体系図の番号

とする。

※本様式は、２部作成し、

１部保管し、１部提出する。

ただし、カラーコピーもしくは

デジタルカメラ写真を印刷

したものを提出してもよい。

―
26―



目 次 

基 準・要 綱 等 名 ページ

1 欠頁

2 建設副産物適正処理推進要綱（平成14年５月） 2 
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12．道路標識、区画線及び道路標示に関する命令 
（昭和35年12月17日 総理府、建設省令第３号）  

（一部改正 平成４年７月31日 総理府、建設省令第２号） 

（一部改正 平成18年２月20日 内閣府、国土交通省令第１号） 

（一部改正 平成20年６月30日 内閣府、国土交通省令第２号） 

（一部改正 平成21年12月18日 内閣府、国土交通省令第３号） 

（一部改正 平成22年12月17日 内閣府、国土交通省令第３号） 

（一部改正 平成23年９月12日 内閣府、国土交通省令第２号） 

（一部改正 平成24年２月27日 内閣府、国土交通省令第１号） 

（一部改正 平成26年３月25日 内閣府、国土交通省令第２号） 

（一部改正 平成26年５月26日 内閣府、国土交通省令第４号） 

目 次 

第１章  道路標識 

 第１条  分類 

 第２条  種類等 

 第３条  様式 

 第３条の２条例で定める道路標識 

第４条  設置者の区分 

第２章  区画線 

 第５条  種類及び設置場所 

 第６条  様式 

第７条  道路表示とみなす区画線 

第３章  道路標示 

 第８条  分類 

 第９条  種類等 

 第10条  様式 

 〔本文省略〕 
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18．三重県産業廃棄物税条例 

（課税の根拠） 

第一条 県は、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号。以下「法」という。）第四条第

六項の規定に基づき、産業廃棄物の発生抑制、再生、減量その他適正な処理に係る施策に要

する費用に充てるため、産業廃棄物税を課する。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

一 産業廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号。以

下「廃棄物処理法」という。）第二条第四項に規定する産業廃棄物をいう。 

二 最終処分場 廃棄物処理法第十五条第一項の規定による三重県知事（以下「知事」とい

う。）の許可を受けて設置された産業廃棄物の最終処分場をいう。 

三 中間処理施設 廃棄物処理法第十四条第六項、第十四条の二第一項、第十四条の四第六

項又は第十四条の五第一項の規定による知事の許可を受けた者が当該許可に係る事業の用

に供する施設のうち、最終処分場を除いた施設をいう。 

一部改正〔平成一六年条例一九号〕 

（賦課徴収） 

第三条 産業廃棄物税の賦課徴収については、この条例に定めるもののほか、法令及び三重県

県税条例（昭和二十五年三重県条例第三十七号）の定めるところによる。 

（納税義務者等） 

第四条 産業廃棄物税は、事業所ごとに、産業廃棄物の中間処理施設又は最終処分場への搬入

に対し、当該産業廃棄物を排出する事業者に課する。ただし、次に掲げる搬入については、

この限りでない。 

一 産業廃棄物を排出する事業者（以下「排出事業者」という。）が当該産業廃棄物を自ら

有する中間処理施設において処分するための搬入 

二 排出事業者がその処分を他人に委託した産業廃棄物のうち中間処理施設で処分された後

のもの（前号に規定する搬入に係る産業廃棄物が処分された後のものを除く。）の搬入 

（納税管理人） 

第五条 産業廃棄物税の納税義務者は、県内に住所、居所、事務所又は事業所（以下「住所等」

という。）を有しない場合においては、納付に関する一切の事項を処理させるため、県内に

住所等を有する者のうちから納税管理人を定め、これを定める必要が生じた日から十日以内

に知事に申告し、又は県外に住所等を有する者のうち当該事項の処理につき便宜を有するも

のを納税管理人として定めることについてこれを定める必要が生じた日から十日以内に知事

に申請してその承認を受けなければならない。納税管理人を変更し、又は変更しようとする

場合においても、同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該納税義務者は、当該納税義務者に係る産業廃棄物税の徴収

の確保に支障がないことについて知事に申請してその認定を受けたときは、納税管理人を定

めることを要しない。 
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（納税管理人に係る不申告に関する過料） 

第六条 前条第二項の認定を受けていない産業廃棄物税の納税義務者で同条第一項の承認を

受けていないものが同項の規定によって申告すべき納税管理人について正当な事由がなくて

申告をしなかった場合においては、その者に対し、十万円以下の過料を科する。 

一部改正〔平成二三年条例三二号〕 

（産業廃棄物税の減免） 

第六条の二 知事は、特別の事情がある場合において産業廃棄物税の減免を必要とすると認め

る者に対し、産業廃棄物税を減免することができる。 

追加〔平成二一年条例四二号〕 

（課税標準） 

第七条 産業廃棄物税の課税標準は、次に掲げる重量とする。 

一 最終処分場への産業廃棄物の搬入にあっては当該産業廃棄物の重量 

二 中間処理施設への産業廃棄物の搬入にあっては当該産業廃棄物の重量に、次の表の上欄

に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる処理係数を乗じて得た重量 

 施設の区分 処理係数  

 一 焼却施設又は脱水施設 〇・一〇

二 乾燥施設又は中和施設 〇・三〇

三 油水分離施設 〇・二〇

四 前三項に掲げる施設以外の中間処理施設 一・〇〇

備考 この表において「焼却施設」、「脱水施設」、「乾燥施設」、「中和施設」及び「油

水分離施設」とは、廃棄物処理法第十四条第六項、第十四条の二第一項、第十四条の

四第六項又は第十四条の五第一項の規定による知事の許可を受けた事業の範囲に応

じて、当該事業の用に供された施設をいう。 

２ 前項に規定する搬入に係る産業廃棄物について、当該産業廃棄物の重量の計測が困難な場

合において規則で定める要件に該当するときは、規則で定めるところにより換算して得た重

量を当該産業廃棄物の重量とする。 

一部改正〔平成一六年条例一九号〕 

（課税標準の特例） 

第八条 中間処理施設において処分された後の産業廃棄物の重量が前条第一項第二号の規定

により算出した重量に満たない場合における課税標準は、排出事業者の申出に基づき知事が

適当であると認めたときに限り、当該産業廃棄物の重量とする。 

２ 産業廃棄物を中間処理施設のうち規則で定める再生施設（以下「再生施設」という。）へ

搬入する場合においては、当該搬入に係る産業廃棄物の重量を課税標準に含めないものとす

る。 

（税率） 

第九条 産業廃棄物税の税率は、一トンにつき千円とする。 

（免税点） 

第十条 四月一日から翌年三月三十一日までの間（以下「課税期間」という。）における中間

処理施設又は最終処分場への搬入に係る産業廃棄物税の課税標準となるべき重量の合計（以

下「課税標準量」という。）が千トンに満たない場合においては、産業廃棄物税を課さない。 
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（徴収の方法） 

第十一条 産業廃棄物税の徴収については、申告納付の方法による。 

（申告納付の手続） 

第十二条 産業廃棄物税の納税義務者は、課税期間の末日から起算して四月を経過する日の属

する月の末日までに（課税期間の中途において事業所を廃止した場合にあっては、当該事業

所の廃止の日から一月以内に）、当該課税期間における産業廃棄物税の課税標準量及び税額、

再生施設へ搬入した産業廃棄物の重量その他必要な事項を記載した申告書を知事に提出する

とともに、その申告書により納付すべき税額を納付しなければならない。 

（期限後申告等） 

第十三条 前条の規定により申告書を提出すべき者は、当該申告書の提出期限後においても、

法第七百三十三条の十六第四項の規定による決定の通知を受けるまでは、前条の規定により

申告書を提出するとともに、その申告書により納付すべき税額を納付することができる。 

２ 前条又は前項の規定により申告書を提出した者は、当該申告書を提出した後においてその

申告に係る課税標準量又は税額を修正しなければならない場合においては、規則で定めると

ころにより、遅滞なく、修正申告書を提出するとともに、その修正により増加した税額があ

るときは、これを納付しなければならない。 

（更正又は決定の通知等） 

第十四条 法第七百三十三条の十六第四項の規定による更正若しくは決定をした場合又は法

第七百三十三条の十八第五項の規定による過少申告加算金額若しくは不申告加算金額若しく

は法第七百三十三条の十九第四項の規定による重加算金額を決定した場合においては、規則

で定める通知書により、これを納税義務者に通知する。 

２ 前項の通知を受けた者は、当該不足税額又は過少申告加算金額、不申告加算金額若しくは

重加算金額を当該通知書に指定する納期限までに納付しなければならない。 

（帳簿の記載義務等） 

第十五条 産業廃棄物税の納税義務者は、帳簿を備え、規則で定めるところにより、産業廃棄

物の搬入に関する事実をこれに記載し、第十二条に規定する申告書の提出期限の翌日から起

算して五年を経過する日まで保存しなければならない。 

（徴税吏員の質問検査権） 

第十六条 徴税吏員は、産業廃棄物税の賦課徴収に関する調査のために必要がある場合におい

ては、次に掲げる者に質問し、又は第一号及び第二号の者の事業に関する帳簿書類（その作

成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。）その

他の物件を検査し、若しくは当該物件（その写しを含む。）の提示若しくは提出を求めるこ

とができる。 

一 納税義務者又は納税義務があると認められる者 

二 前号に掲げる者に金銭又は物品を給付する義務があると認められる者 

三 前二号に掲げる者以外の者で産業廃棄物税の賦課徴収に関し直接関係があると認められ

る者 

２ 前項第一号に掲げる者を分割法人（分割によりその有する資産及び負債の移転を行った法

人をいう。以下同じ。）とする分割に係る分割承継法人（分割により分割法人から資産及び
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負債の移転を受けた法人をいう。以下同じ。）及び同号に掲げる者を分割承継法人とする分

割に係る分割法人は、同項第二号に規定する金銭又は物品を給付する義務があると認められ

る者に含まれるものとする。 

３ 第一項の場合においては、当該徴税吏員は、その身分を証明する証票を携帯し、関係人の

請求があったときは、これを提示しなければならない。 

４ 徴税吏員は、地方税法施行令（昭和二十五年政令第二百四十五号）で定めるところにより、

第一項の規定により提出を受けた物件を留め置くことができる。 

５ 産業廃棄物税に係る滞納処分に関する調査については、第一項の規定にかかわらず、法第

七百三十三条の二十四第六項の定めるところによる。 

６ 第一項又は第四項の規定による徴税吏員の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 

一部改正〔平成一四年条例二二号・一七年一八号・二三年五五号〕 

（県税条例の特例） 

第十七条 産業廃棄物税の賦課徴収については、三重県県税条例第三条第二号中「狩猟税」と

あるのは「狩猟税・産業廃棄物税」と、同条例第六条の二第二項中「県たばこ税」とあるの

は「県たばこ税及び産業廃棄物税」と、同条例第七条の二第一項中「この条例」とあるのは

「この条例及び三重県産業廃棄物税条例（平成十三年三重県条例第五十一号）」と、同条例

第八条中「10 知事は、第二項から前項までの課税地を不適当と認める場合又はこれにより

難いと認める場合においては、これらの規定にかかわらず、別に課税地を指定することがで

きる。」とあるのは「10 第二項の規定にかかわらず、産業廃棄物税の課税地は、三重県産

業廃棄物税条例第四条に規定する産業廃棄物の搬入に係る中間処理施設又は最終処分場の所

在地とする。11 知事は、第二項から前項までの課税地を不適当と認める場合又はこれによ

り難いと認める場合においては、これらの規定にかかわらず、別に課税地を指定することが

できる。」と、同条例第九条及び第十一条第一項中「この条例」とあるのは「この条例及び

三重県産業廃棄物税条例」とする。 

一部改正〔平成一五年条例三八号・一六年四二号・一七年一八号〕 

（委任） 

第十八条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（産業廃棄物税の使途） 

第十九条 知事は、県に納付された産業廃棄物税額から産業廃棄物税の賦課徴収に要する費用

を控除して得た額を、産業廃棄物の発生抑制、再生、減量その他適正な処理に係る施策に要

する費用に充てなければならない。 

附 則 

１ この条例は、法第七百三十一条第二項の規定による総務大臣の同意を得た日から起算して

一年を超えない範囲内において規則で定める日から施行し、同日以後に行う産業廃棄物の搬

入に係る産業廃棄物税について適用する。（平成十三年十一月規則第八六号で、同十四年四

月一日から施行。ただし、第八条第二項の規定（規則で定める再生施設に係る部分に限る。）

は、公布の日から施行） 

２ この条例を施行するために必要な規則の制定その他の行為は、この条例の施行の日前にお

いても行うことができる。 
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３ 知事は、この条例の施行後五年を目途として、この条例の施行状況、社会経済情勢の推移

等を勘案し、必要があると認めるときは、この条例の規定について検討を加え、その結果に

基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則（平成十四年三月二十六日三重県条例第二十二号） 

この条例は、平成十四年四月一日から施行する。 

附 則（平成十五年七月一日三重県条例第三十八号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十五年七月一日から施行する。（後略） 

附 則（平成十六年三月二十三日三重県条例第十九号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成十六年三月三十一日三重県条例第四十二号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十六年四月一日から施行する。（後略） 

附 則（平成十七年三月二十八日三重県条例第十八号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十七年四月一日から施行する。（後略） 

附 則（平成二十一年三月三十一日三重県条例第四十二号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十一年四月一日から施行する。（後略） 

附 則（平成二十三年六月三十日三重県条例第三十二号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 （前略）第四条の規定 公布の日から起算して二月を経過した日 

二・三 （略） 

（過料に関する経過措置） 

４ この条例（附則第一項各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この項において同じ。）

の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる県税に係る

この条例の施行後にした行為に対する過料に関する規定の適用については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成二十三年十二月二十七日三重県条例第五十五号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 （前略）第二条の規定 平成二十五年一月一日 

二 （略） 
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19.三重県生活環境の保全に関する条例 
（平成13年３月27日 三重県条例第７号） 
（平成15年３月17日 三重県条例第16号改正） 
（平成16年３月23日 三重県条例第24号改正） 
（平成17年10月21日 三重県条例第67号改正） 
（平成20年10月24日 三重県条例第44号改正） 
（平成22年３月29日 三重県条例第９号改正） 
（平成24年10月19日 三重県条例第52号改正） 
（平成25年12月27日 三重県条例第77号改正） 

目   次 

第１章 総則（第１条－第４条） 

第２章 事業活動及び日常生活における環境への負荷の低減 

第１節 自主的な環境保全活動の推進（第５条－第７条） 

第２節 削除 

第３節 自動車等の使用に伴う環境への負荷の低減（第11条－第15条） 

第４節 焼却行為等の制限（第16条－第20条） 

第５節 日常生活等における水質汚濁の防止（第21条） 

第３章 工場等における公害の防止 

第１節 ばい煙等の排出の規制（第22条－第41条） 

第２節 大気汚染物質の総排出量規制（第42条－第46条） 

第３節 建設作業等に関する規制（第47条－第55条） 

第４節 地下水採取の規制（第56条－第72条） 

第５節 土壌及び地下水汚染に関する規制（第72条の２－第72条の10） 

第４章 環境美化等 

第１節 環境美化の促進（第73条－第76条） 

第２節 放置されている自転車の撤去の推進（第77条－第86条） 

第５章 削除 

第６章 生活環境保全調整会議（第97条－第100条） 

第７章 雑則（第101条－第105条） 

第８章 罰則（第106条－第113条） 

〔本文省略〕 
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20.三重県リサイクル製品利用推進条例
（平成13年３月27日 三重県条例第46号） 
（平成17年３月28日 三重県条例第38号改正） 
（平成17年10月21日 三重県条例第67号改正） 
（平成18年３月28日 三重県条例第43号改正） 
（平成21年３月25日 三重県条例第38号改正） 
（平成25年２月28日 三重県条例第３号改正） 

（目的） 

第一条 この条例は、リサイクル製品の利用を推進し、もって、リサイクル産業の育成を図り、資

源が無駄なく繰り返し利用され、環境への負荷が少ない循環型社会の構築に寄与することを目的

とする。 

（定義） 

第二条 この条例において「リサイクル製品」とは、資源の有効な利用の促進に関する法律（平成

三年法律第四十八号）第二条第四項に規定する再生資源又は同条第五項に規定する再生部品（以

下「再生資源等」という。）を利用することにより、生産又は加工（以下「生産等」という。）

をされる製品をいう。ただし、次に掲げるものを利用することにより、生産等をされるものを除

く。 

一 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）第二条第三項に規定

する特別管理一般廃棄物又は同条第五項に規定する特別管理産業廃棄物 

二 規則で定める方法により測定されたその空間放射線量率の値が〇・一四マイクログレイ毎時

を超えるもの 

一部改正〔平成一八年条例四三号・二一年三八号〕 

（県の責務） 

第三条 県は、リサイクル製品の利用を推進するため必要な措置を講ずるものとする。 

一部改正〔平成一七年条例三八号〕 

（県民及び事業者の責務） 

第四条 県民及び事業者は、物品を購入し、若しくは借り受け、又は役務の提供を受ける場合には、

できる限りリサイクル製品を選択するよう努めるものとする。 

（県と市町との協働等） 

第五条 県は、市町に対し、リサイクル製品の利用の推進について協力することを求めることがで

きる。 

２ 県は、市町が行うリサイクル製品の利用の推進に関する施策について必要な助言、情報の提供

その他の協力を行うものとする。 

３ 県は、リサイクル製品の利用を推進するため、必要に応じて他の都道府県との連携を図るもの

とする。 

追加〔平成一七年条例三八号〕、一部改正〔平成一七年条例六七号〕 

（認定及び認定基準） 

第六条 知事は、リサイクル製品の生産等をし、又はしようとする者の申請に基づき、当該リサイ

クル製品が次に掲げる基準（以下「認定基準」という。）のいずれにも適合していることについ

て認定を行うことができる。 
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一 県内の工場又は事業場（第三号及び第十六条第一項において「工場等」という。）において

生産等をされる製品であること。 

二 その全部又は一部に県内で発生する再生資源等を用いて生産等をされる製品であること。 

三 当該リサイクル製品の生産等に係る工場等において、環境の保全、工場等の操業等に関する

法令が遵守され、環境の保全に関する措置が講じられること。 

四 前三号に掲げる基準のほか品質、安全性その他必要な事項に関して規則で定める基準に適合

すること。 

２ 知事は、リサイクル製品の生産等をしようとする者（第八条第七項において「生産予定者」と

いう。）の申請については、当該申請があった日の翌日から起算して六月以内に生産等が開始さ

れることが確実であると認めるときに限り、認定を行うことができる。 

３ 知事は、第一項の認定に当たっては、この条例の施行に必要な限度において、品質及び安全性

に関する条件その他必要と認める条件を付することができる。 

一部改正〔平成一七年条例三八号・一八年四三号〕 

（三重県リサイクル製品認定委員） 

第七条 知事は、前条第一項の認定（以下「製品認定」という。）に当たっては、リサイクル製品

の生産等又は流通、環境の保全その他リサイクル製品の利用推進に係る学識経験を有する者のう

ちから三重県リサイクル製品認定委員（以下この条において「認定委員」という。）を任命し、

その意見を聴くものとする。 

２ 知事は、第九条第一項の認定、第十条第一項若しくは第二項の取消し、第十二条第二項の通知

又は第十三条の是正若しくは改善の勧告に当たって必要があると認めるときは、認定委員の意見

を聴くことができる。 

３ 認定委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

４ 前三項に定めるもののほか、認定委員の任期その他必要な事項は、規則で定める。 

追加〔平成一八年条例四三号〕、一部改正〔平成二一年条例三八号〕 

（認定の申請及び通知等） 

第八条 製品認定を受けようとする者は、規則で定めるところにより、知事に申請しなければなら

ない。 

２ 製品認定の有効期間は、五年を超えない範囲で規則で定めるものとする。 

３ 前項の有効期間が終了する場合において、第一項の規定による申請を行った者（以下この条及

び第十六条第一項において「申請者」という。）が再度同一のリサイクル製品について、第一項

の規定による申請を行うことを妨げるものではない。 

４ 知事は、製品認定を行ったときは、規則で定めるところにより、申請者に通知するとともに、

その旨を公表するものとする。 

５ 製品認定を受けたリサイクル製品（以下「認定リサイクル製品」という。）の生産等をする者

（以下「認定生産者」という。）は、規則で定めるところにより、当該リサイクル製品が認定リ

サイクル製品であることを表示することができる。 

６ 知事は、第一項の規定による申請があったリサイクル製品が認定基準に適合しないと認めると

きは、申請者にその旨を通知するものとする。 

７ 生産予定者が、認定リサイクル製品の生産等を開始するときは、規則で定めるところにより、

当該開始予定日の前日から起算して三十日前までに、知事に対し、次項の確認を受けるための申

請をしなければならない。 

８ 知事は、前項の申請を受けたときは、当該認定リサイクル製品が、認定基準に適合しているこ

とについて確認を行い、その結果について、規則で定めるところにより、同項の規定による申請

を行った者に通知するものとする。 

一部改正〔平成一七年条例三八号・一八年四三号・二五年三号〕 
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（変更の申請等） 

第九条 認定生産者は、認定リサイクル製品につき前条第一項の規定による申請に係る事項を変更

しようとするときは、規則で定めるところにより、あらかじめその旨を知事に申請し、認定を受

けなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、規則で定める事項を変更するときは、規則で定めるところにより、

当該変更をすべき事由が生じた日の翌日から起算して三十日以内に、その旨を知事に届け出なけ

ればならない。 

一部改正〔平成一七年条例三八号・一八年四三号〕 

（認定の取消し等） 

第十条 知事は、認定生産者が正当な事由がなく認定リサイクル製品の生産等をしなくなったとき、

認定リサイクル製品が認定基準に適合しなくなったと認めるとき（第八条第八項の規定による確

認により判明したときを含む。）又は偽りその他不正の行為により認定されたと認めるときは、

当該認定を取り消さなければならない。 

２ 知事は、認定生産者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該認定を取り消すこ

とができる。 

一 第六条第三項の規定により付された条件に違反したとき。 

二 正当な事由がなく第八条第七項又は前条第一項の規定による申請をしないとき。 

三 次条第二項の規定による報告をしないとき。 

四 第十三条の是正又は改善を行わないとき。 

３ 認定生産者は、認定リサイクル製品について、当該認定がその効力を失ったとき又は第一項若

しくは前項の規定により取り消されたときは、第八条第五項の規定による表示をしてはならない。 

４ 知事は、第一項又は第二項の規定により当該認定を取り消したときは、認定生産者に通知する

とともに、その旨を公表するものとする。 

５ 第一項又は第二項の規定により認定を取り消された認定生産者は、取消しのあった日の翌日か

ら起算して五年間は、第八条第一項の規定による申請を行うことができない。 

追加〔平成一八年条例四三号〕、一部改正〔平成二五年条例三号〕 

（認定生産者の義務） 

第十一条 認定生産者は、認定リサイクル製品の品質及び安全性を管理するために必要な当該製品

の検査方法その他の規則で定める事項を記載した計画（第三項及び第十三条において「品質等管

理計画」という。）を定め、認定リサイクル製品が認定基準に適合するように品質及び安全性を

維持しなければならない。 

２ 認定生産者は、規則で定めるところにより、製品認定を受けた日の属する年の翌年から第八条

第二項の有効期間が終了する日の属する年まで、毎年一度、認定リサイクル製品の認定基準への

適合状況を試験し、又は検査し、認定基準に適合することを証する書類その他の規則で定める書

類を添えて、その結果を知事に報告するものとする。 

３ 認定生産者は、品質等管理計画に基づき認定リサイクル製品を保管するとともに、前項の規定

による試験又は検査に関する書類を同項の規定による報告をした日から五年を経過する日まで

保存しなければならない。 

一部改正〔平成一七年条例三八号・一八年四三号・二五年三号〕 

（認定の取下げ等） 

第十二条 認定生産者は、製品認定を取り下げるときは、規則で定めるところにより知事に届け出

るものとする。 

２ 知事は、前項の規定による届出をした認定生産者が第十条第一項又は第二項に該当すると認め

るときは、当該認定生産者に通知するとともに、その旨を公表するものとする。 

３ 知事は、前項の規定による公表を行うときは、当該認定生産者に聴聞の機会を与えなければな

らない。 
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４ 第二項の規定による通知を受けた認定生産者は、通知のあった日の翌日から起算して五年間は、

第八条第一項の規定による申請を行うことができない。 

追加〔平成一八年条例四三号〕 

（是正又は改善の勧告） 

第十三条 知事は、認定生産者が品質等管理計画に基づき適正に認定リサイクル製品の品質管理等

を行っていないと認めるときは、認定生産者にその是正又は改善を求めることができる。 

追加〔平成一八年条例四三号〕 

（類似表示の禁止） 

第十四条 何人も、認定リサイクル製品以外の製品について、この条例の定める認定リサイクル製

品と誤認されるおそれのある表示をしてはならない。 

一部改正〔平成一七年条例三八号・一八年四三号〕 

（県の調達等） 

第十五条 県は、県の行う工事又は物品の調達において、認定リサイクル製品を、その性能、品質、

数量、価格等について考慮し、優先的に使用又は購入するように努めなければならない。 

２ 県は、各会計年度の終了後、当該会計年度における認定リサイクル製品の使用及び購入の状況

を公表しなければならない。 

３ 県は、県の行う工事において、認定リサイクル製品を使用する場合には、規則で定めるところ

により、品目、使用量その他規則で定める事項を看板その他の方法で掲示しなければならない。 

一部改正〔平成一七年条例三八号・一八年四三号・二一年三八号〕 

（立入検査等） 

第十六条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、申請者若しくは認定生産者（以下この

項及び次項において「認定生産者等」という。）若しくは認定生産者等に再生資源等を供給する

者に対して報告を求め、又は当該職員にこれらの者の県内の工場等に立ち入らせ、土地、建物、

機械、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 知事は、当該職員に、試験の用に供するのに必要な限度において、認定生産者等からリサイク

ル製品及び再生資源等を無償で収去させ、分析させることができる。 

３ 第一項の規定による立入検査又は前項の規定による収去をする職員は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係人に提示しなければならない。 

４ 第一項の規定による立入検査及び第二項の規定による収去の権限は、犯罪捜査のために認めら

れたものと解釈してはならない。 

一部改正〔平成一七年条例三八号・一八年四三号・二五年三号〕 

（研究開発の支援） 

第十七条 県は、県内の事業者が行う再生資源等の利用に関する研究開発に対する支援を行うこと

ができる。 

追加〔平成一七年条例三八号〕、一部改正〔平成一八年条例四三号〕 

（広報啓発） 

第十八条 県は、県民及び事業者に対し、リサイクル製品の利用を推進するために必要な広報その

他の啓発活動を行うものとする。 

追加〔平成一七年条例三八号〕、一部改正〔平成一八年条例四三号〕 

（その他） 

第十九条 この条例は、認定リサイクル製品以外のリサイクル製品の使用又は購入を排除するもの

ではない。 
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２ この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

一部改正〔平成一七年条例三八号・一八年四三号〕 

附 則 

この条例は、平成十三年十月一日から施行する。 

附 則（平成十七年三月二十八日三重県条例第三十八号） 

この条例は、平成十七年四月一日から施行する。 

附 則（平成十七年十月二十一日三重県条例第六十七号） 

この条例は、平成十八年一月十日から施行する。 

附 則（平成十八年三月二十八日三重県条例第四十三号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に改正前の条例第六条第一項の規定による認定を受けている者につい

ては、改正後の条例第十一条第一項及び第三項（品質等管理計画に係る部分に限る。）並びに第

十三条の規定は、平成十八年十二月三十一日までの間は、適用しない。 

附 則（平成二十一年三月二十五日三重県条例第三十八号） 

この条例は、平成二十一年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十五年二月二十八日三重県条例第三号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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21. 三重県リサイクル製品利用推進条例施行規則
（平成13年９月25日 三重県規則第80号） 
（平成17年４月26日 三重県規則第52号改正） 
（平成18年３月28日 三重県規則第29号改正） 
（平成21年３月25日 三重県規則第27号改正） 
（平成21年12月11日 三重県規則第65号改正） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、三重県リサイクル製品利用推進条例（平成13年三重県条例第46号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（再生資源の測定方法） 

第３条 条例第２条第２号の規則で定める方法は、「チタン鉱石問題に係る検討の結果と今後の対応につ

いて」（平成３年５月30日科学技術庁原子力安全局チタン鉱石問題検討会報告）に基づく空間放射線

量率の測定方法に準じて測定する方法とする。 

（認定基準等） 

第４条 条例第６条第１項第二号に掲げる基準のうち、生産に用いる再生資源等の割合は、別表第一の

とおりとし、同表の上欄に掲げる区分に応じ、同表の下欄に掲げる割合とする。 

２ 条例第６条第１項第二号に掲げる基準のうち、県内で発生する再生資源等の割合は、製品の生産に

使用される再生資源等の重量の50パーセント以上とする。 

３ すべての製品において、前二項に規定する割合については、可能な限り高い率とするよう努めなけ

ればならない。 

４ 条例第６条第１項第四号の基準は、別表第二のとおりとし、同表の上欄に掲げる区分に応じ、同表

の中欄に掲げる製品の種類ごとに、同表の下欄に掲げる認定基準とする。ただし、再生資源等の性

状や製品の用途等によっては、あらかじめ認定委員の意見を聴いた上で、必要な項目を認定基準の

項目に加えることができる。 

５ 知事は、別表第一又は別表第二に掲げる認定基準が制定されていない製品にあっては、認定委員の

意見を聴いて、当該製品を認定リサイクル製品として認めることができる。 

６ 知事はリサイクル製品の安全性を確認するため、試験研究機関等による試験検査結果等の提出を求

めることができる。 

（認定委員の任期等） 

第５条 認定委員の数は、２０名以内とする。 

２ 認定委員の任期は、３年以内とし、再任を妨げない。 

３ 知事は、必要があると認めるときは、認定委員以外の者から意見を聴くことができる。 

（認定の申請等） 

第６条 条例第８条第１項の規定による申請は、リサイクル製品認定申請書（第一号様式）により行う

ものとする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

一 条例第６条第１項の認定基準に適合することを証する書類（計量法（平成４年法律第51号）第

110条の２第一項の証明書（第15条第２項第一号において「計量証明書」という。）等は申請日

の前90日以内に発行されたものに限る。） 

二 リサイクル製品の品質及び仕様を明らかにする書類 
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三 リサイクル製品の使用条件及び販売条件を明らかにする書類 

四 リサイクル製品の生産等において利用する再生資源等の種類、配合割合及び成分を明らかにす

る書類 

五 リサイクル製品の生産設備の構造及び配置、生産工程並びに生産条件を明らかにする書類 

六 条例第11条第１項に規定する品質等管理計画 

七 その他知事が必要と認めるもの 

（認定の有効期間） 

第７条 条例第８条第２項の有効期間は、５年とする。 

（認定の通知） 

第８条 条例第８条第４項の規定による通知は、リサイクル製品認定通知書（第二号様式）により行う

ものとする。 

（認定リサイクル製品であることの表示） 

第９条 条例第８条第５項の規定による表示は、次に掲げる表示のいずれかにより行うものとする。 

一 「三重県認定リサイクル製品」の文字の表示 

二 知事が別に定める図形の表示 

三 前二号の表示を同時に使用した表示 

２ 前項第二号の知事が別に定める図形を使用する場合は、これを変形（縦横比が等しい拡大又は縮小

を除く。）し、他の図形若しくは前項第一号に掲げる文字以外の文字を同時に使用し、又は知事が別

に定める色以外の色を用いてはならない。ただし、やむを得ない事情があると知事が認めるときは、

この限りでない。 

（要件に適合しない旨の通知） 

第10条 条例第８条第６項の規定による通知は、リサイクル製品認定基準不適合通知書（第三号様式）

により行うものとする。 

（認定後の確認の申請等） 

第11条 条例第８条第７項の規定による申請は、認定リサイクル製品確認申請書（第四号様式）により

行うものとする。 

２ 前項の申請書には、第６条第２項第一号に掲げる書類その他知事が必要と認めるものを添付するも

のとする。 

（認定後の確認の通知） 

第12条 条例第８条第８項の規定による通知は、認定リサイクル製品確認結果通知書（第五号様式）に

より行うものとする。 

（変更の申請等） 

第13条 条例第９条第１項の規定による申請は、認定リサイクル製品変更申請書（第六号様式）により

行うものとする。 

２ 前項の申請には、第六条第二項に規定する書類（変更事項に係るものに限る。）を添付するものとす

る。 

３ 条例第九条第二項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 認定生産者の主たる事務所の所在地 

二 認定生産者の主たる事務所の名称 

三 認定生産者の代表者の氏名 

４ 条例第９条第２項の規定による届出は、認定リサイクル製品変更届出書（第七号様式）により行う

ものとする。 
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（品質等管理計画の記載事項） 

第14条 条例第11条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 認定リサイクル製品の品質及び安全性を管理するための項目、目標値又は基準値、検査方法及

び検査頻度 

二 認定リサイクル製品の生産工程を管理するための項目及び目標値又は基準値 

三 再生資源等の品質及び安全性を管理するための項目、目標値又は基準値、受入れに当たっての

検査方法及び検査頻度 

四 その他認定リサイクル製品の品質及び安全性を維持するために知事が必要と認める事項 

（適合状況の報告等） 

第15条 条例第11条第２項の規定による報告は、リサイクル製品認定基準適合状況報告書（第八号様式）

により、製品が認定された日から起算して１年、２年、３年、４年及び５年を経過する日の翌日を

起算日としてそれぞれ30日以内に行うものとする。ただし、条例第８条第３項の規定により同一製

品について再度認定を受けるために申請書の提出を行った年の報告については、この限りでない。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

一 条例第６条第１項の認定基準に適合することを証する書類 

二 リサイクル製品の生産等において利用する原材料並びに再生資源等の受入れ状況、配合割合及

び成分を明らかにする書類 

三 リサイクル製品の生産及び販売に関する書類 

四 条例第11条第１項に規定する品質等管理計画 

五 前号の計画の実施状況を明らかにする書類 

六 その他知事が必要と認めるもの 

（認定の取下げ） 

第16条 条例第12条第１項の規定による届出は、製品認定取下げ届出書（第九号様式）により行うもの

とする。 

（県の行う工事における掲示等） 

第17条 条例第15条第３項の規定による掲示は、当該工事を行う場所において看板、表示板等により行

うものとする。 

２ 条例第15条第３項の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 製品名 

二 認定番号 

三 再生資源等を使用した製品である旨 

（身分証明書） 

第17条 条例第16条第３項の身分を示す証明書の様式は、第十号様式のとおりとする。 

附 則 

この規則は、平成13年10月１日から施行する。 

附 則（平成17年４月26日三重県規則第52号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年３月28日三重県規則第29号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に三重県リサイクル製品利用推進条例の一部を改正する条例（平成18年三重

県条例第43号。以下この項において「改正条例」という。）による改正前の三重県リサイクル製品利
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用推進条例（平成13年三重県条例第46号。次項において「旧条例」という。）第６条第１項の規定に

よる認定を受けている者に係る当該認定の基準については、改正後の規則第４条及び別表第二の規

定にかかわらず、改正条例による改正後の三重県リサイクル製品利用推進条例第９条第１項の規定

による変更の申請を行う場合を除き、平成19年３月31日までの間は、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現に旧条例第６条第１項の規定による認定を受けている者については、改正後

の規則第15条第２項第六号及び第七号の規定は、平成18年12月31日までの間は、適用しない。 

附 則（平成21年３月25日三重県規則第27号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年12月11日三重県規則第65号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日から平成22年３月31日までの間（以下この項において「経過期間」という。）に

おいて、この規則の施行の際、現に条例第６条第１項の規定による認定を受けている製品（経過期

間内に条例第８条第３項に規定する申請があったものを含む。）に係る改正後の三重県リサイクル製

品利用推進条例施行規則（次項において「改正規則」という。）第４条第１項及び第２項の規定は、

当該製品の認定期限が到来するまでの間は、適用しない。 

３ この規則の施行の際、現に条例第６条第１項の規定による認定を受けている製品に係る改正規則第

４条第４項の規定については、平成22年３月31日までは、なお従前の例による。 

別表第一（第四条関係） 

区分 割合 

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平
成十二年法律第百号）第六条の規定に基づき策定された
「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（以下この
項において「基本方針」という。）に再生資源等の割合が
定められている製品 

基本方針に定められた配合率 

コンクリート二次製品（再生資源等として溶融スラグの
みを用いて生産されたもので、日本工業規格プレキャス
ト鉄筋コンクリート製品又はプレキャスト無筋コンクリ
ート製品のうち附属書に推奨仕様が示されている製品に
限る。） 

コンクリート配合に占める溶融スラグ
の重量の割合が10パーセント以上 

緑化基盤材（再生資源等として木くず、樹皮、草、動植
物性残さ又は人畜ふんを用いて生産されたものに限る。）

製品に占める再生資源等の重量の割合
が80パーセント以上 

肥料（再生資源等として木くず、樹皮、草、動植物性残
さ又は人畜ふんを用いて生産されたものに限る。） 

製品に占める再生資源等の重量の割合
が100パーセント 

間伐材類製品（再生資源等として間伐材類のみを使用し
ているものに限る。） 

製品の木質部に占める再生資源等の重
量の割合が100パーセント 

備考 割合については、小数点以下を四捨五入した値とする。 
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別表第二（第四条関係） 

区分 製品の種類 認定基準 

１ 品質及び安全性に
関する基準 

すべての製品 工業標準化法（昭和二十四年法律第百
八十五号）第十七条第一項の日本工業
規格又はこれに類する品質若しくは安
全性に関する規格若しくは基準 

肥料取締法第四条に規定する
登録を受けた「普通肥料」又は
第二十二条に規定する届出さ
れた「特殊肥料」 

「肥料取締法に基づき普通肥料の公定
規格を定める等の件」（昭和六十一年農
林水産省告示第二百八十四号）の「別
表十二汚泥肥料等」の左欄の下水汚泥
肥料の基準のうち、含有を許される有
害成分の最大量の条件 

製品の用途が、土壌と接し、又
は混合して使用されるもので、
埋戻し材、土壌改良材、緑化基
盤材、コンクリート二次製品そ
の他これらに類するもので、前
項に掲げるものを除く。 

「土壌の汚染に係る環境基準につい
て」（平成三年環境庁告示第四十六号）
の別表に定める項目のうち、カドミウ
ム、鉛、六価クロム、砒（ひ）素、総
水銀、セレン、ふっ素、ほう素の環境
上の条件 

２ その他の基準 すべての製品 国等による環境物品の調達の推進等に
関する法津（平成十二年法律第百号）
第十条第一項に基づき県が作成する環
境物品等の調達の推進を図るための方
針（みえ・グリーン購入基本方針）に
定める製品ごとの基準 
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22. みえ・グリーン購入基本方針 

平成 26年４月１日 

２１世紀の環境を創造するためには、従来のライフスタイルを変更し、環境への負荷の少ない持続可

能な社会に変えていくことが必要です。三重県庁では、「三重県経営方針職員の業務遂行にあたっての

行動指針」に掲げる「かけがえのない三重の豊かな環境を次世代に継承していくため、環境にやさしい

仕事の進め方に絶えず見直しを。」を実現するために、県のすべての組織でグリーン購入に取り組んで

きました。今後も引き続き、県自らが消費者としてグリーン購入の意義を再認識し、持続的発展が可能

な循環型社会を構築するため「みえ・グリーン購入基本方針」を定めます。 

１.基本的な考え方 

物品等の使用量の節減、有効利用に努めることを第一とし、購入にあたっては環境への負荷の少

ない製品やサービスを優先的に購入するため、次の原則により取り扱うこととします。 

（１） 必要性考慮の原則 

購入する前に必要性を十分に考え、購入する場合は必要最小限の数量とします。 

（２）ライフサイクル考慮の原則 

 物品等の調達にあたっては、資源採取から廃棄までの物品等のライフサイクル全体について考

慮します。 

物品等は適正使用・長期使用するとともに、廃棄にあたっては分別廃棄等に留意します。 

購入に際しては、環境に優しい製品やサービス等を優先的に購入することとし、次の要件に基

づき物品等を判断します。 

①長期間の使用が可能なもの 

②再生素材や再使用部品を使用しているもの 

③リサイクルや分別廃棄が容易なもの 

④廃棄時に環境負荷がより少ないもの 

⑤省資源・省エネルギー設計等環境保全に寄与することが大きなもの 

公共工事に係る資材については、長期にわたる安全性や機能の確保に留意します。 

（３）事業者環境配慮の原則 

事業者の選定にあたっては、ISO14001、みえ・環境マネジメントシステム・スタンダード 

（Ｍ－ＥＭＳ：ミームス）等の環境マネジメントシステムの導入により適切な環境管理を行っている

ことや、情報を公開していることも考慮します。また、事業者に対し、環境保全活動への積極的な取

組を働きかけます。 

２.対象物品等及び対象組織 

県が調達する物品、公共工事（県が行う建築及び土木等すべての工事）及び役務を対象とし、県

のすべての組織（企業庁、病院事業庁、県警察、県立学校、各種委員会を含む。）において取り組み

ます。 

３.基本調達品目及びその判断基準 

県が調達する基本的な品目(以下「基本調達品目」という。)とその判断基準は、「環境物品等＊

の調達方針」（以下「調達方針」という。）に定めます。 
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４.運用方法   

毎年度の調達方針は、物品等の開発・普及状況を勘案のうえ定めます。 

＊ 「環境物品等」とは、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（第２条）に定める次

の各号のいずれかに該当する物品又は役務をいう。 

１ 再生資源その他の環境への負荷（環境基本法（平成５年法律第91号）第２条第１項に規定する

環境への負荷をいう。以下同じ）の低減に資する原材料又は部品 

２ 環境への負荷の低減に資する原材料又は部品を利用していること、使用に伴い排出される温室

効果ガス等による環境への負荷が少ないこと、使用後にその全部又は一部の再使用又は再生利用

がしやすいことにより廃棄物の発生を抑制することができることその他の事由により、環境への

負荷の低減に資する製品 

３ 環境への負荷の低減に資する製品を用いて提供される等環境への負荷の低減に資する役務 
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23. 三重県公共工事等暴力団等排除措置要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、三重県が発注する建設工事等及び建設業許可（以下「公共工事等」という。）

に対する暴力団又は暴力団関係者の不当な介入を排除し、もって公共工事等の適正な履行を確

保するために必要な事項を定める。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 建設工事等 

    建設業法（昭和２４年法律第１００号。）第２条第１項に規定する建設工事並びに測量業

務、土木・建築関係コンサルタント業務、地質調査業務、補償関係コンサルタント業務、環

境調査業務及びその他建設工事に関連する業務をいう。 

 二 県発注工事 

    三重県、三重県企業庁、三重県病院事業庁、三重県教育委員会、三重県警察本部並びに三

重県住宅供給公社、三重県土地開発公社及び三重県道路公社が発注する建設工事等をいう。

三 部長等

   県発注工事を所掌する、部局の長、企業庁長、病院事業庁長、教育長、警察本部長並びに

住宅供給公社理事長、土地開発公社理事長及び道路公社理事長をいう。

四 入札参加資格者 

三重県建設工事執行規則（昭和３９年三重県規則第１６号。）第４条の規定に基づき三重

県建設工事等入札参加資格者名簿に登録された者をいう。 

 五 役員等 

ア 法人にあっては、非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長及びその他これに類する

地位にある者並びに経営に実質的に関与している者をいう。 

イ 法人格を有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している者をいう。 

ウ 個人にあっては、その者及び支配人をいう。

六 下請負人等

   下請負人（一次下請以降の全ての下請負人を含む。）及び再受託者（再受託以降の全ての

受託者を含む。）並びに契約の相手方、下請負人又は再受託者が当該契約の履行に関して締

結する全ての契約の相手方をいう。

七 資材会社等 

   別表－２に掲げる資材会社、施設又は廃棄物処理業者をいう。 

八 入札参加資格者等 

    入札参加資格者若しくはその役員等、下請負人等若しくはその役員等又は資材会社等若しくは

その役員等をいう。 

 九 暴力団 

    暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

 十 暴力団員 

    暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

 十一 暴力団関係者 

     暴力団、暴力団員に協力し、若しくは関与する等これと関わりを持つ者又は集団的若し

くは常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある組織の関係者として、警察等捜査機関

から通報があった者若しくは警察等捜査機関が確認した者をいう。 

十二 暴力団員等 

     暴力団員及び暴力団関係者をいう。 

十三 暴力団関係法人等 
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     暴力団及び暴力団員等が、経営若しくは運営に実質的に関与していると認められる法人

等をいう。 

十四 不当介入 

     県発注工事の契約相手方（以下「受注者」という。）に対して行われる契約履行に関す

る不当要求（応ずべき合理的な理由がないにもかかわらず行われる要求をいう。）及び妨

害（不法な行為等で、契約の履行の障害となるものをいう。）をいう。

（警察等関係行政機関からの通報に伴う対応） 

第３条 三重県県土整備部長（以下「県土整備部長」という。）は、三重県警察本部（以下「警察

本部」という。）から、入札参加資格者等が別表－１に掲げる一に該当するとして通報があっ

たときは、この要綱に基づき適切な措置をとるものとする。

（警察等関係行政機関への照会に伴う対応）

第４条 県土整備部長は、必要に応じて入札参加資格者等が別表－１に掲げる一に該当する者か否

か警察本部に照会することができるものとする。

 ２ 県土整備部長は、前項の規定による確認の結果、入札参加資格者等が別表－１に掲げる一に

該当する者と確認されたときは、前条と同様の措置をとるものとする。 

（建設業許可からの排除）

第５条 三重県知事は、建設業の許可を受けようとする者（許可の更新を受けようとする者を含み、個人

の場合は、その者、支配人及び営業所の代表者、法人の場合は役員、支配人及び営業所の代表者を

いう。）が、現に暴力団の構成員であると認められるときは、建設業法第７条第３号に規定する許

可の基準に適合しないものとして適切な措置をとるものとする。

（建設工事等の入札参加対象又は下請等からの排除並びに契約の解除） 

第６条 県土整備部長は、入札参加資格者又はその役員等が別表－１に掲げる一に該当する者と確

認されたときは、三重県建設工事等資格（指名）停止措置要領に基づき適切な措置をとるもの

とする。

 ２ 県土整備部長は、入札参加資格者又はその役員等が別表－１に掲げる一に該当する者と知り

ながらその者を下請負人又は再受託者としていたときは、前項の規定と同様の措置をとるもの

とする。

 ３ 発注機関の長は、第１項の規定による措置を受けた入札参加資格者が受注する県発注工事が

あるときは、当該契約を解除することができるものとする。

 ４ 発注機関の長は、受注者が別表－１に掲げる一に該当すると認められる者を下請負人等とし

ていたときは、受注者に対し又は受注者を通じて当該下請負人等との契約の解除を求めること

ができるものとする。

   また、発注機関を所管する部長等は、受注者がこの要求に従わなかったときは、第１項と同

様の措置をとるものとする。

（建設工事等における資材購入等の排除及び契約の解除） 

第７条 受注者及び下請負人等は、資材会社等又はその役員等が別表－１に掲げる一に該当する者

と認められるときは、当該資材会社から資材を購入し、又は当該施設若しくは廃棄物処理業者

を使用してはならない。 

 ２ 県土整備部長は、入札参加資格者が別表－１に掲げる一に該当する者と認められる資材会社

等であると知りながら資材を購入し、又は施設若しくは廃棄物処理業者を使用したときは、前

条第１項と同様の措置をとるものとする。 

 ３ 発注機関の長は、別表－１に掲げる一に該当する者と認められる資材会社等から資材を購入

し、又は資材会社等の施設若しくは廃棄物処理業者を使用している入札参加資格者との契約が

あるときは、前条第３項と同様の措置をとるものとする。

 ４ 発注機関の長は、受注者又は下請負人等が別表－１に掲げる一に該当する者と認められる資
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材会社等と契約があるときは、受注者に対し又は受注者を通じて当該資材会社等との契約の

解除を求めることができるものとする。 

また、発注機関を所管する部長等は、受注者がこの要求に従わなかったときは、前条第１項

と同様の措置をとるものとする。

（不当介入に対する措置） 

第８条 発注機関の長は、受注者に対し、契約の履行に当たって受注者又は下請負人等が暴力団員

等による不当介入を受けたときは、警察本部に通報を行うとともに捜査上必要な協力を行うこ

と及び発注機関に報告を行うことを義務付けるものとする。この義務付けのために特記仕様書

に別表－３の項目を明示するものとする。 

 ２ 発注機関の長及び警察本部刑事部長は、受注者から前項の規定による報告を受けたときは、

速やかにその内容を発注機関を所管する部長等に文書により通知するものとする。 

 ３ 発注機関を所管する部長等は、前項の規定による通知を受けたときは発注機関の長からの報

告は警察本部刑事部長へ、警察本部刑事部長からの通報は発注機関の長へ連絡するものとす

る。 

 ４ 発注機関を所管する部長等は、受注者が第１項の規定を怠り、著しく信頼を損なう行為があ

ると認められるときは、第６条第１項と同様の措置をとることができるものとする。

   なお、受注者が第１項の規定を怠り、著しく信用を損なう行為があると認められるときとは、

あくまでも正当な理由なく、不当な介入に漫然と応諾し、これを通報及び報告しなかったとき

等をいい、例えば、不当要求の程度が軽微で受注者又は下請負人等において直ちに拒否する等

適確に対応し、以後の要求がないようなときの通報及び報告を怠ったことをいうものではな

い。 

 ５ 発注機関の長は、前項の規定による措置を受けた受注者との契約は、第６条第３項と同様の

措置をとるものとする。 

 ６ 受注者が不当介入を受けたことを理由に契約期間の延長等の変更協議を行うときは、警察本

部との協議内容を踏まえ、適切な契約期間の延長等を行うものとする。 

（情報管理） 

第９条 この要綱を運用するに際し、得た情報については、情報の流出防止に努めるとともに適正

に管理しなければならない。 

（その他） 

第１０条 この要綱の第３条から第８条までに基づき措置をする場合の具体的な手続きについて

は、県土整備部長（三重県公共事業総合推進本部副部長）と警察本部刑事部長との間で別

途定めるものとする。 

 附 則 

 この要綱は、平成１５年６月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２０年２月２８日から施行する。 

 なお、第７条については、平成２０年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
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 別表－１

１ 暴力団員等と認められる場合。 

２ 自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を与える目的を持っ

て、暴力団の威力又は暴力団員等を利用するなどしたと認められる場合。 

３ 暴力団又は暴力団員等若しくは暴力団関係法人等に対して直接又は間接を問わず資金等

を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

していると認められる場合。 

４ 暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる場合。 

（密接な関係とは、友人又は知人として、会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするなど

の交遊をしている場合をいい、状況によっては年に１回でもその事実があるときも当該要

件に該当することもある。ただし、特定の場所で偶然出会ったときは含まない。） 

５ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる場合。 

 （社会的に非難される関係とは、例えば、暴力団事務所の新築等に係る請負契約を結ぶこ

とや、暴力団員等が開催するパーティ等その他の会合に招待する、あるいはされる若しく

は同席するような関係を含む。この場合、特定の場所で偶然出会った場合等は含まない。）

６ 暴力団員等又は暴力団関係法人等であると知りながら、これを利用するなどしていると

認められる場合。 

 別表－２【資材会社等】

【資材会社】

・個人が経営する会社等 

・法人が経営する会社等 

・中小企業団体の組織に関する法律に基づく中小企業団体及び中小企業等協同組合法に基づ

く中小企業等協同組合 

・その他、資材を販売する一切の事業者、会社、組織等

【施設】 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。）第８条第１項に規定

する一般廃棄物処理施設及び同法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設 

【廃棄物処理業者】 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第１項の許可を受けた者若しくは同条第６項の

許可を受けた者、同法第１４条第１項の許可を受けた者若しくは同条第６項の許可を受けた

者又は同法第１４条の４第１項の許可を受けた者若しくは同条第６項の許可を受けた者 

 別表－３

暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

（１）受注者は暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとと

もに、不当介入があった時点で速やかに警察本部に通報を行うとともに、捜査上必要な

協力を行うこと。 

（２）（１）により警察本部に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、

速やかに発注者に報告すること。発注者への報告は必ず文書で行うこと。 

（３）受注者は暴力団員等により不当介入を受けたことから工程に遅れが生じる等の被害が

生じた場合は、発注者と協議を行うこと。 
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24. 施工体制台帳に係る書類の提出に関する実施要領 

平成13年３月30日 国官技第70号、国営技第30号 

大臣官房技術調査課長、大臣官房営繕技術管理室から 

各地方整備局企画部長、各地方整備局営繕部長あて 

施工体制台帳に係る書類の提出について 

標記について、別紙要領により実施することにしたので通知する。 

 なお、「施工体制台帳に係る書類の提出について」（平成７年９月25日付け建設省技調発第182号、平成

８年７月１日付け建設省営監発第47号）は廃止する。 

（別紙） 

施工体制台帳に係る書類の提出に関する実施要領 

１．目的 

 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び建設業法に基づく適正な施工体制の確

保等を図るため、発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、施工体制台帳を整備すること等

により、的確に建設工事の施工体制の把握するとともに、請負者の施工体制について、発注者が必要

と認めた事項について提出させ、発注者においても的確に施工体制を把握することを目的とする。 

２．対象工事 

 工事を施工するために、締結した下請契約の代金の額（当該下請が二以上あるときは、それらの請

負代金の総額）が3,000万円（建築一式工事においては4,500万円）以上になる工事。 

３．記載すべき内容 

（１）建設業法第二十四条の七第一項及び建設業法施行規則第十四条の二に掲げる事項 

（２）安全衛生責任者名、安全衛生推進者名、雇用管理責任者名 

（３）監理技術者、主任技術者（下請負を含む）及び元請負の専門技術者（選任している場合のみ）

の顔写真 

（４） 一次下請負人となる警備会社の商号又は名称、現場責任者名、工期 

（注１）提出様式は、別紙様式を参考とする。 

（注２）施工体制台帳の作成方法等は「施工体制台帳の作成等について」（平成13年３月30日付け国

総建第84号）を参考とする。 

４．提出手続き 

 主任監督員は、受注者に対し、施工体制台帳等を作成後、施工体制台帳に係る書類を、工事着手ま

でに提出させるものとする。また、施工体制に変更が生じる場合は、そのつど、提出させるものとす

る。 

５．提出根拠 

・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第13条 

・土木工事共通仕様書 第１編共通編「1-1-13 施工体制台帳」 

６．適用 

  この要領は、平成13年４月１日以降に発注する工事に適用する。 
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平成13年３月30日国コ企第３号 

大臣官房技術調査課建設コスト管理企画室長から 

各地方整備局技術調整管理官あて 

施工体制台帳に係る書類の提出に関する実施要領の改正に伴う 

追加措置について 

 「施工体制台帳に係る書類の提出について」（平成13年３月30日付け国官技第70号、国営技第30号）は

大臣官房技術調査課長及び営繕技術管理室長より通知したところであるが、施工体制台帳に係る書類の

提出に関する実施要領の改正に伴う追加措置については、別添特記仕様書記載例を参考に、特記仕様書

に記載して対応されたい。 
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